
公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びにその所属

する部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率 備　　考

令和７年４月分該当なし

令和７年５月分該当なし

令和７年６月分該当なし

令和７年７月分該当なし

令和７年８月分該当なし

令和７年９月分該当なし

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

（別紙様式１）

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）



公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備
考

令和７年４月分該当無し

令和７年５月分該当無し

令和７年６月分該当無し

令和７年７月分該当無し

令和７年８月分該当無し

令和７年９月分該当無し

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

（別紙様式２）

（注1） 公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単
価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率 備　　考

令和7年度　特定離島港湾事務所（東
京都品川区）車両管理業務
一式

分任支出負担行為担当官
特定離島港湾事務所長
特定離島港湾事務所
東京都品川区北品川１－３－１２

R7.4.1

日本道路興運(株)首
都圏西支店
東京都立川市曙町２
－１７－６

7011101016571 一般競争入札
基本月額
782,584

基本月額
325,820

41.6%
単価契約

予定調達総額
3,909,840

令和７年度　南鳥島港湾保全管理所空
調設備等保守点検交換
一式

分任支出負担行為担当官
特定離島港湾事務所長
特定離島港湾事務所
東京都品川区北品川１－３－１２

R7.4.1
(株)新栄設備工業
神奈川県厚木市下荻
野１２４２番地２

9021001023970 一般競争入札 8,569,000 8,470,000 98.8%

令和７年度　南鳥島庁舎・施設保守点
検
一式

分任支出負担行為担当官
特定離島港湾事務所長
特定離島港湾事務所
東京都品川区北品川１－３－１２

R7.4.4

(株)ＲｅＲ
和歌山県和歌山市八
番丁９番地パーク県
信ビル７０１号

2170001013866 一般競争入札 4,136,000 2,717,000 65.7%

令和７年５月分該当なし

令和７年６月分該当なし

令和７年７月分該当なし

令和７年８月分該当なし

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

（別紙様式３）
公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

法人番号
随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由（企画

競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備
考

令和７年度　特定離島港湾事務所庁
舎借上

分任支出負担行為担当官
特定離島港湾事務所長
特定離島港湾事務所

東京都品川区北品川１－３－１２

R7.4.1
相模産業(株)
東京都品川区北品川１－３－２
８

8010701003904
会計法第２９条の３第４項
理由は別紙４－１のとおり

     23,760,000      23,760,000 100.0%

令和７年５月分該当無し

令和７年６月分該当無し

令和７年７月分該当無し

令和７年８月分該当無し

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

（別紙様式４）

（注1） 公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載す
る。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
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